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令和２年度 社会福祉施設等の整備に対する助成事業 

実施基準（保育所等抜粋版） 

               

令和２年度社会福祉施設等の整備に対する助成事業を実施するにあたって

は、「令和２年度社会福祉施設等の整備に対する助成要項」（以下「助成要

項」という）によるほか、この基準による。 

 

１．社会福祉施設の補修改善事業 

 

(1)保育所等 

①助成対象とする建物の部位 

  ア 建物の屋根、壁、床、ベランダ、窓サッシ等  

  イ 付帯設備 

     暖冷房設備、合併処理槽 

  ウ 上記以外の建物の部位等で疑義のある場合は本財団に問い合わせる 

こととする。 

 

②助成対象工事 

上記①に掲げる保育所等の補修改善事業は、その施設の全ての利用者

の安全確保、環境の維持向上を目的とした工事とし、以下のとおりとす

る。 

ア 建物工事 

  （ア）改修工事 

    ○ア屋上、外壁、ベランダ等の防水、防錆を目的とした工事 

    ○イ建物内部の内装工事 

  （イ）改造工事 

      建築当初の面積、形状は変えずに内部の間取りの変更等、施設

の機能改善を目的とした工事 

（ウ）増築工事 

      制度変更に伴い建物の機能改善が必要となった増築工事（10 ㎡

未満） 

  （エ）通行改善工事 

      車椅子使用者、歩行補助具使用者等の通行安全を目的とした工

事 

  （オ）その他の工事 

      その他、施設の利用者等の安全のため本財団が必要と認めた工

事 
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 イ 設備工事 

  （ア） 設備（付帯設備を含む）の機能低下を改善するための補修、改

修工事 

（イ） 下水道の整備に伴う合併処理槽の撤去工事 

  

(2)助成事業実施期間 

   実施期間の終了時期については、原則として令和３年３月３１日と 

する。 

     

(3)助成対象主体 

   保育所等及び障害者支援施設については社会福祉法人とする。 

なお、各都道府県における件数は原則として１件とする。 

 

２．助成対象経費の基準 

 

(1)助成対象経費 

  ①助成の対象とする経費は、改修等に係る費用、設計監理費とする。ま

た、増築に関しては、建物の機能改善を目的とした工事のみを助成の対

象工事とし、増築に係る費用、設計監理費を助成対象経費とする。 

 

(2)基準単価 

   上記(1)に掲げる経費のうち、改修に係る建築費を除き、その単価等に

ついては、次の基準以内とする。 

 

①増築の建築基準単価 

基

準

単

価 

建築物の主要構造部の構造

区分 

１㎡あたり基準単価（千円） 

１．鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２．鉄骨造 

３．木造 

１８７ 

１７０ 

１４５ 

注１ 実際の単価が上表より低い場合は、その実際の単価による。 

注２ 基準単価には次の費用を含む 

       電気設備、ガス設備、給排水衛生設備、火災報知機設備、消火栓

設備、非常通報装置設備、リフト設備、屋外非常階段の工事 

注３ 増築部分に暖冷房設備を設置する場合の経費は、次のとおりそれ

ぞれの建築基準単価の割増を認める。 

       ・暖房設備のみの場合 建築単価の ９％ 

       ・冷房設備のみの場合   〃 の１１％ 

       ・暖冷房設備費の場合   〃 の１３％ 
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②設備の基準単価 

合併処理槽 ＪＩＳ算定対象人員 １人当たり１００千円 

 

③設計監理費 

   設計監理費は、本財団が認めた額とする。 

 

(3)利用割合による助成金算出方法 

   助成対象施設以外の施設にも供給する場合の電源、熱源、空調、上水 

道の各供給源の設備工事については、その設備の供給する全体面積に対

する助成対象施設の面積の占める率とする。 

 

３．助成金交付申請額の経費区分及び算定 

助成要項「５．助成金交付申請額の算定」をするにあたり、複数工事

の場合に対応する経費区分は、それぞれの経費ごとに助成率を乗じて得

られた助成申請相当額の千円以下を切り捨てる。 

    ただし、設備工事、省力化機器の工事の場合で、その設備を構成する

各部の一部を補修、改修、更新する場合は必要と認めた額とする。 

   尚、複数の工事がある場合の設計監理料は必要と認めた額を加算する。 


